第１号様式

入札参加資格審査申請書（建設業者用）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　国保国吉病院組合　管理者　小路正和　様 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
            　　　　                   所在地      

                    　　　           （登記上の所在地）

                          　　　　     商号又は名称

                              　　　　（フリガナ）

 代表者名   　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　実印

　令和７・８・９年度において国保国吉病院組合で行われる建設工事に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する資格の審査を申請します。

　なお、この申請書のすべての記載事項及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　都道府県ｺｰﾄﾞ

	許可番号
	
	
	　第
	
	
	
	
	
	
	
	　号


　　　　　　　

	入札参加申出

建設工事
	土
	建
	大
	左
	と
	石
	屋
	電
	管
	タ
	鋼
	筋
	ほ
	しゅ
	
	工種欄には一般許可は1

特定許可は2を記入する。

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	板
	ガ
	塗
	防
	内
	機
	絶
	通
	園
	井
	具
	水
	消
	清
	解
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	希望工事分野
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	希望分野を記入する。

（略語で記入）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	区分（継続・新規）
	
	1.継続　　2.新規
	区分（組織）
	
	K株式会社　U有限会社　G事業共同組合

N個人　Z財団法人　Sその他



	指名通知を受ける事務所等

	郵便番号
	
	
	
	―
	
	
	
	
	

	所在地
	

	名　称
	

	電話番号
	

	ﾌｧｯｸｽ番号
	


	ISOの取得状況
	
	1.9000・14001取得　2.9000取得　3.14001取得　4.未取得


	障害者の雇用状況
	
	1.法定雇用率達成又は報奨金受給あり　2.法定雇用率未達成・報奨金受給なし


	建災防の加入状況
	
	1.加入　　2.未加入


	申請事務担当者
	部署　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ　　　　　　　　　　　　　　　　


第2号様式
営業所一覧表（建設業者用）

	営　　　　　　　　業　　　　　　　　所

	名　　　　　称
	許可を受けた建設業
	所　在　地
	電話番号

	（主たる営業所）
（その他の営業所）
	
	
	
	
	
	
	

	計          箇所


　 記 載 要 領  

 １．「名称」の欄には、本店又は支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所を記載すること。
 ２．「許可を受けた建設業」の欄には、許可を受けた建設業のうち当該営業所において営業する建設業を、建設業法施行規則第２条に定める別記様式第１号中「許可を受けようとする建設業」の欄の（　）内で示された略号で記載すること。
第4号様式
主 要 取 引 金 融 機 関 名
	政府関係金融機関
	

	普通銀行
	

	商工組合中央金庫

信用金庫及び

信用協同組合
	

	その他金融機関
	


記載要領　１．「政府関係金融機関」の欄には、国民金融公庫、住宅金融公庫、中小企業金融公庫、日本輸出入銀行、日本開発銀行等について記載すること。
          ２．各金融機関とも、本所、本店、支所、支社、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。（例　○○銀行○○支店）。
第12号様式
使　用　印　鑑　届
                                                      　　　　　年　　　月　　　日
　国保国吉病院組合　管理者　小路正和　様        
　　　　　　　　　　　　　　所在地 
　　　　　　　　　　　　　　（登記上の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者名                        　　　　  実印
　下記印鑑を、競争入札及び見積りの参加並びに契約の締結及び代金の請求・受領のために使用したいので、お届けします。
                                        記
	       代表者使用印鑑
	
	       代理人使用印鑑

	
	
	


第7号様式
工　事　経　歴　書
（業種区分）　　　　　　　　　　　　　　
	発　注　者
	元請又は
下請の別
	件　　　名
	工事等対象の規模等
	業務履行
場所のある
都道府県名
	請負代金の額
	着手年月
	完成（予定）
年　　　月

	
	
	
	
	
	         千円
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月

	
	
	
	
	
	
	年　月
	年　月


　
記載要領
　　　　１　この表は、土木・建築・電気等の業種類別に作成すること。
　　　　２　この表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成事業について記載すること。
　　　　３　下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。
　　　　４　「工事等対象の規模等」の欄には、例えば構造・延べ面積等を記載すること。
第8号様式
技　術　者　経　歴　書（建設工事用）
（種類）　　　　　　　　　　　　　　
	氏　　　名
	最　終　学　校
	法令による免許等
	業　　務　　経　　歴
	経験年月数
	

	
	学校の種類
	専攻学科
	名　　称
	取得年月日
	
	
	

	
	
	
	
	　　年　　月　　日
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月
	


　記 載 要 領
　　　　１　この表は、土木、建築若しくは設備又は職種の各別に作成すること。また、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて行い、その直前に、括弧書きで当該営業所名を記載すること。
　　　　２　「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。
　　　　３　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。　　
          　（例：○○建築士、○○土木施工管理技士等）
        ４　「業務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に業務に従事した職種及び地位を記載すること。

国保国吉病院組合

